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市第 172 号議案 第６期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の策定 

Ⅰ 計画書の構成及び議案部分について                                       
 

◆「議会基本条例」における議決対象となる計画の考え方 

 「市政の各分野における政策及び施策の基本的な方向を定める計画、指針等の策定のうち特に重要なもの」

⇒「第６期 横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」は、本市の高齢者保健福祉及び介護保険制

度の総合計画であるため、平成 26 年 10 月の常任委員会での決定に基づき、議決の対象となります。 

 

議決範囲

となる 

内容 

【計画の基本的な方向性を記載した内容】 

１ 計画の趣旨・位置づけや計画期間、計画の全体像等…第１章 

２ 計画の推進に向けた課題や計画の基本目標…第３章（第５期計画の振り返り除く。）

３ 各施策の目標と展開…第４章（指標、想定事業量及び主な取組を除く。） 

⇒上記１～３は、今後３年間の本市における高齢者保健福祉施策及び介護保険制度の基

本となる考え方を示しており、市として共通認識を持って推進する内容であるため、議

決の範囲となります。 

議決範囲

外となる

内容 

１ 高齢者を取り巻く状況…第２章 

２ 指標、想定事業量及び主な取組…第４章の一部 

３ 介護サービス量等の見込み…第５章 

４ その他（各種データ、図・表、コラム、事業・用語解説、個別事業、参考資料等）

 

 

 

第５期計画の振り返り

目標・施策の展開 指標・想定事業量・主な取組

目標・施策の展開 指標・想定事業量・主な取組

目標・施策の展開 指標・想定事業量・主な取組

目標・施策の展開 指標・想定事業量・主な取組

目標・施策の展開 指標・想定事業量・主な取組

目標・施策の展開 指標・想定事業量・主な取組

○　在宅医療・介護の連携強化とサービスの充実

Ⅱ　地域で安心して暮らし続けるために

議決範囲となる内容

第１章　計画策定の趣旨

第２章　高齢者を取り巻く状況

第３章　計画の基本目標

第６期計画の推進に向けた課題

○　認知症施策の推進

○　生活支援サービスの充実

Ⅲ　安定した生活の場を確保するために

Ⅳ　地域包括ケア実現のために

第５章　介護サービス量等の見込み

議決範囲外となる内容

第６期計画の基本目標

日常生活圏域の設定

第４章　施策の展開

Ⅰ　健康でいきいきと活躍するために

そ
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他
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計画の構成

健康福祉・病院経営委員会
平 成 2 7 年 ２ 月 1 2 日
健 康 福 祉 局
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Ⅱ パブリックコメント実施結果について                                       
 

１ パブリックコメント実施概要 

  平成 26年 10月 29日に計画素案を発表し、区民説明会等を開催して意見等を聴取しました。  

また、はがき、電子メール、ファクシミリ、その他により意見等を募集しました。 

  意見募集期間：平成 26 年 11 月 17 日～平成 26 年 12 月 22 日 

内訳 件数 構成比 備考 

区民説明会 323件 54.6%
1,056人参加（18区合計） 

アンケート596件（うち意見記載272件） 

団体等説明 85件 14.3% 26団体 

意見募集はがき 75件 12.7% 47通 

電子メール 62件 10.5% 15通 

持参 28件 4.7% １通        

郵送 10件 1.7% １通 

ファクシミリ 9件 1.5% ３通 

計 592件 100.0%

【意見の分類】                                             （構成比） 

計画全般についての意見  54 件 9.1%

第１章 横浜市の高齢者の状況 3 件 0.5%

第２章 第６期計画の課題と基本目標 6 件 1.0%

第３章 主な取組 353 件 59.6%

 

１ 健康でいきいきと活躍するために 66 件 11.1%

２ 地域で安心して暮らし続けるために 157 件 26.5%

 

(1) 在宅医療・介護の連携強化とサービスの充実 73 件 12.3%

(2) 認知症施策の推進 18 件 3.0%

(3) 生活支援サービスの充実 66 件 11.1%

３ 安定した生活の場を確保するために 56 件 9.5%

４ 地域包括ケア実現のために 74 件 12.5%

第４章 介護サービス量等の見込み 45 件 7.6%

その他介護保険制度に関する意見 16 件 2.7%

その他高齢者施策に関する意見 17 件 2.9%

区民説明会についての意見 90 件 15.2%

その他の意見 8 件 1.4%
      

 

     592 件 100.0%

 

２ 原案への反映状況 

(1) 各施策の事業内容を具体的に記載しました。 

具体的な内容を記載することが必要であるとの意見を受け、基本的な方向と施策展開の視点

について、目標、施策の展開、主な取組を記載し、指標や想定事業量などの数値を入れました。 
 

(2) 高齢者を取り巻く状況について、記載を充実しました。 

計画を策定するための基礎資料となる、2025 年を見据えた横浜市の高齢者の状況や、平成

25 年度に実施した「高齢者実態調査」について、グラフやデータを追記しました。 
 

(3) 第５期計画の検証を記載しました。 

第５期計画の検証が必要との意見を受け、第５期計画の振り返り及び第６期計画の推進に向

けた課題を追記し、施策展開につながった課題を明確にしました。 
 

(4) 予防給付(訪問介護・通所介護)の地域支援事業への移行を平成 28 年１月からとしました。 

地域支援事業への移行について、拙速に実施せず、十分な準備・検討期間を確保すべきとの

意見等を踏まえ、平成 28 年１月からとしました。 
 

※ 介護保険料の引き下げについて多くのご意見をいただき、１月に公表された国の介護報酬改

定案を受けて精査し、基準月額を 5,990 円とする予算案を提出しています。介護保険料につい

ては、予算議決後、３月末に策定・公表する本計画書において反映予定です。 
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第第６６期期  横横浜浜市市高高齢齢者者保保健健福福祉祉計計画画・・介介護護保保険険事事業業計計画画  

（よこはま地域包括ケア計画） 
原案 概要 

１ 計画策定の趣旨【原案：Ｐ１】 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画は、老人福祉法第20条の８に基づく老人福祉計画及び

介護保険法第117条に基づく介護保険事業計画を一体的に、高齢者に関する各種の保健福祉事業

や平成12年度から始まった介護保険制度の円滑な実施に関する総合的な計画として、取り組む課

題を明らかにし、目標等を定めたものです。                                  

この第６期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（以下「第６期計画」といいます。）は、平成24

年３月に策定した第５期に当たる計画（計画期間：平成24年度から平成26年度まで）を見直し、新た

に策定します。計画期間は平成27年度から平成29年度までの３年間です。 

第６期計画は、団塊の世代が75歳以上となる2025年を見据え、段階的に介護サービスの充

実・高齢者を支える地域づくりを進める「よこはま地域包括ケア計画」として策定します。 

 

２ 第６期計画が目指すこと【原案：Ｐ42】 

地域包括ケア計画として、各計画期間を通じて段階的に介護サービスの充実・高齢者を支 

える地域づくりを進め、2025 年度（平成 37 年度）までの間に各地域の実情に応じた地域包括 

ケアシステムを構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

【2025 年（平成 37 年）の姿～団塊の世代が 75 歳以上～】 

高齢者一人ひとりが、どのような心身の状態であっても、可能な限り住み慣れた地

域で、尊厳を保ち、自分らしい日常生活を人生の最後まで営んでいます。 

介護が必要になっても、医療を含

めた様々なサービスを利用しなが

ら、24 時間、365 日、安心して快

適な生活を送れる環境づくりが

進んでいます。 

身近な場所に相談窓口があ

り、自分に合った必要なサ

ービスや支援(生活支援、見

守り)を受けています。 

健康は自らつくるもの。健や

かで充実した生涯を送れる

ように、健康づくり、介護予

防に取り組んでいます。 

今までの知識や経験を生

かして、生きがいを持った

生活を送っています。 

社会の担い手として、地

域の中で互いに助け合

い、支え合っています。 

●地域包括ケアシステム● 

 高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう、医療、介護、予防、

住まい、生活支援が一体的に提供される体制 

市第 172 号議案関連資料 
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３ 計画の全体像【原案：Ｐ２】 

基本目標と３つの基本的な方向、それを支える施策展開の視点により、施策を展開してい

きます。 

 

【参考】平成 27 年度介護保険制度改正の主な内容 

１ 地域包括ケアシステムの構築 

高齢者が住み慣れた地域で生活を継続できるようにするため、介護、医療、生活支援、介護 

予防を充実。 

(1) 地域包括ケアシステムの構築に向けた地域支援事業の充実（在宅医療・介護連携の推進、 

認知症施策の推進、地域ケア会議の推進、生活支援サービスの充実・強化） 

(2) 全国一律の予防給付(訪問介護・通所介護)を市町村が取り組む地域支援事業に移行し、多様化 

(3) 特別養護老人ホームの新規入所者を、原則、要介護３以上に限定（既入所者は除く） 

 

２ 費用負担の公平化 

低所得者の保険料軽減を拡充。また、保険料上昇をできる限り抑えるため、所得や資産のある

人の利用者負担を見直す。 

(1) 低所得者の保険料の軽減割合を拡大 

(2) 一定以上の所得のある利用者の自己負担を引上げ 

(3) 低所得の施設利用者の食費・居住費を補填する「補足給付」の要件に資産などを追加 
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４ 施策の展開 

 

 

◆ 目標 

 

  

 

 

 

 

◆ 施策の展開 

１ 健康寿命日本一を目指した健康づくり 

○ 「第２期 健康横浜２１」の取組である、食育や運動などによる生活習慣の改善、がん

検診と特定健診の普及など生活習慣病の重症化予防への取組を推進します。 

○ 健康維持のための仕組み等の構築や、疾病の重症化予防など、全市域で健康づくりのム

ーブメントを起こす取組を進めます。 

○ 日常生活の中で楽しみながら継続的に健康づくりに取り組める「よこはまウォーキング

ポイント事業」を推進します。 

 

２ 介護予防の取組推進 

○ 若い世代から健康づくり・介護予防に取り組めるよう、健康づくり部門と連携して進め

ます。 

○ 高齢者が元気で活動的な生活を続けることができるよう、地域の特性を生かしながら、

介護予防に取り組める事業を展開します。 

○ 高齢者が身近な「場」で介護予防に取り組み、住民主体で行う「元気づくりステーショ

ン事業」を拡充します。同時に、地域で介護予防に取り組む元気づくりステーション以外

のグループも支援しながら、地域全体で健康づくり・介護予防に取り組みます。 

○ 介護予防の推進役となる担い手の発掘と支援を行います。 

○ 地域における介護予防活動を機能強化するために、専門職の関与を促進します。 

 

３ 地域社会で活躍・貢献できる場や機会づくりとマッチング支援の推進 

○ 高齢者の活躍の場を拡大していくための就業機会の提供や情報提供機能の強化に取り

組むなど、就労や地域活動などへ高齢者が社会参加できる仕組みづくりを進め、生涯現役

で活躍できる社会環境を整えます。 

○ 元気な高齢者が、地域活動や企業等で新たな支え手・担い手として活躍することにより、

地域の様々な課題解決に貢献できる環境づくりを進めていきます。 

○ 幅広い分野の活動を対象にすることで、住み慣れた地域で元気でいきいきと暮らし続け

ることができるよう、「よこはまシニアボランティアポイント事業」を展開します。 

地域全体で健康づくり・介護予防に取り組むことができるような仕組みづくりを進め、

高齢者が地域の中で人とつながりながら、健康で生きがいのある活動的な生活が送れるよ

うに支援します。 

健康づくり・介護予防の取組を推進することで、健康を実感できる高齢者を増やします。

元気な高齢者が自ら担い手として地域活動に参加できるよう支援します。 

I 健康でいきいきと活躍するために【原案：Ｐ47～】 
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○ 在宅医療・介護の連携強化とサービスの充実【原案：Ｐ61】 

◆ 目標 

 

 

◆ 施策の展開 

１ 地域包括支援センターの機能強化 

○ 地域包括支援センターは、地域の実情に応じた地域包括ケアシステムを構築するため、

①生活支援サービスの提供体制整備、②介護予防、③認知症施策、④医療と介護の連携、

⑤自立に向けたケアマネジメント に取り組みます。 

○ 地域包括支援センターと、地域ケアプラザ地域交流活動部門や関係機関との連携を強化

し、特に地域の力を生かしながら、高齢者の生活課題を解決する取組を進めます。 

○ 地域包括支援センターが十分に機能を発揮できるよう、地域包括支援センターの新たな

機能・役割を踏まえ、職員研修など資質向上に向けた取組を行うとともに、事業評価方法

についても見直しを行います。 

○ 地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域包括支援センターが担うべき機能を整理

し、必要な体制について検討します。 

○ 地域包括ケアシステムの推進に当たっては、地域ケア会議の手法を活用し、地域包括支

援ネットワークを構築するとともに、必要な社会資源整備につなげます。 

 

２ 在宅生活を支援するサービスの充実 

○ 介護保険サービス、介護保険以外のサービスについて、民間事業者をはじめとした多様

な供給主体の参入や人材育成への支援を通じて、適切なサービス供給量を確保し、高齢者

の在宅生活を支援します。 

 

３ 医療ニーズ対応や 24 時間対応可能な地域密着型サービスの推進 

○ 医療ニーズにも対応できる看護小規模多機能型居宅介護（旧サービス名：複合型サービ

ス）の整備目標を具体的に定めます。また、小規模多機能型居宅介護からの転換促進を進

めます。 

○ 重度の要介護者、単身や夫婦のみの高齢者世帯等の方々が住み慣れた地域で安心して生

活を継続できるよう、24 時間対応可能な定期巡回・随時対応型訪問介護看護や小規模多機

能型居宅介護を適切に提供できる体制を整えます。 

○ 利用者及び家族が安心してサービスを受けることができるよう、事業者のサービスの質

の向上を図ります。 

○ サービスの利用普及に向けて、市民や関係機関への周知を図ります。 

 

４ 在宅医療を担う医療機関の確保や医療と介護の連携強化 

○ 医療機関と介護サービス提供機関相互の連携の強化を進めます。 

○ 住み慣れた地域において、在宅療養を望む高齢者を支えるため、横浜市医師会等と協働

し在宅医療を担うかかりつけ医を増やし、在宅医療と介護の橋渡しを行う在宅医療連携拠

点を全区に設置します。 

Ⅱ 地域で安心して暮らし続けるために【原案：Ｐ61～】 

介護が必要になっても住み慣れた自宅や地域で安心して生活をすることができるよう、

地域包括支援センターの機能を強化し地域の連携づくりを推進するとともに、医療と介護

の連携や、地域密着型サービスの整備を行い、地域包括ケアシステムを推進します。 
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○ 認知症施策の推進【原案：Ｐ81】 

◆ 目標 

 

 

 

 

 

◆ 施策の展開 

1 認知症高齢者の早期診断・早期対応に向けた体制整備 

○ 早期診断、早期対応のため、支援体制の充実を図ります。 

○ 認知症の状態に応じて受けられるサービスや相談機関などを分かりやすく市民や医

療・介護関係者に周知します。 

○ 介護予防の取組の一環として、認知症予防の啓発や認知症予防活動に取り組みます。 

○ 認知症に対応した介護サービスの適切な提供を図ります。 

 

２ 認知症疾患医療センターを中心とした認知症医療体制の充実 

○ 認知症疾患医療センターを中心として、認知症医療体制の充実を図るとともに医療・介

護連携を強化します。 

○ 認知症の人への適切なケアの提供のため、医療従事者や介護従事者等の認知症対応力向

上を図ります。 

 

３ 認知症の人と家族が共に安心して過ごせる居場所づくりや介護者支援の充実 

○ 認知症の人と介護者が共に安心して過ごせる居場所づくりや家族の集いなど家族者支

援の充実を図ります。 

○ 区や地域包括支援センターでの相談や認知症コールセンターの運営などにより、相談体

制の充実を図ります。 

○ 権利擁護の取組を推進します。 

 

４ 地域で見守り、支え合う体制の構築 

○ 認知症の普及啓発は、認知症に関する理解を深め、支え合う意識向上の基盤づくりに欠

かせないことから、取組を一層推進します。 

○ 認知症サポーターやキャラバン・メイト等とともに、認知症の人や家族を見守り、支援

できる市民を増やし、支え合うまちづくりを推進します。 

 

５ 若年性認知症の支援 

○ 若年性認知症の本人・家族に対する情報提供や相談体制の充実を図ります。 

 

 

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限りより良い環境の中で暮らし続けら

れる地域づくりを目指します。 

本人の状態に応じて適切な支援が受けられるよう、医療・介護サービスの適切な提供、

連携を推進するとともに、地域の見守りやインフォーマルサービス等も含めた切れ目のな

い支援体制の構築を目指します。 
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○ 生活支援サービスの充実【原案：Ｐ89】 

◆ 目標 

 

 

 

◆ 施策の展開 

１ 予防給付（訪問介護・通所介護）の円滑な地域支援事業への移行 

○ 多様な生活支援ニーズに対応し、身近な地域資源を活用しながら心身の健康状態を維持

できるよう、総合事業を実施します。 
 

２ 地域の資源を生かした多様なサービスの充実 

○ ＮＰＯ、ボランティア団体、地縁組織など多様な主体が多様な生活支援サービスを提供

する体制づくりや、住民が担い手となる環境づくりを行います。 

【参考】総合事業と生活支援サービスの充実 

○ 予防給付のうち訪問介護・通所介護について、市町村が地域の実情に応じた取組ができる介護保険 

制度の地域支援事業へ移行（29 年度末まで）。財源構成は給付と同じ（国、県、市町村、保険料）。 

○ 既存の介護事業所による既存のサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランティアなどの地域の多 

様な主体を活用して高齢者を支援。高齢者は支え手側に回ることも。 

 

 移行 

 
 

  

◆ 目標 

 

 

◆ 施策の展開 

１ 状況に応じた施設や住まいの整備 

○ 高齢者人口や要介護認定者数の増加を見据え、特別養護老人ホームは地域バランスや医

療的ケアへの対応等に配慮しつつ、要介護３以上の方がおおむね 12 か月以内に入所でき

る整備水準を維持します。 

○ その他、介護保険施設と居住系サービスについても、それぞれの施設・サービス特性に

応じて、利用者のニーズに対応していきます。 

 

２ 高齢者施設や住まいに関する相談体制の充実と情報提供 

○ 多様化する高齢者の施設や住まいに関する相談窓口を設置します。 

○ 複数の専門窓口と連携することにより、相談者のニーズに応じたきめ細やかな相談対応

を行います。 

介護事業所によるサービスに加えて、ＮＰＯ、民間企業、ボランティアなど地域の多様

な主体を活用して高齢者を支援する体制を整えます。 

平成 27 年度中に「介護予防・日常生活支援総合事業」を開始し、モデル実施するなどし

て段階的に多様なサービスを充実させ、平成 29 年度から本格実施します。 

Ⅲ 安定した生活の場を確保するために【原案：Ｐ91～】 

様々なサービスを利用しても在宅生活が困難な高齢者のために、特別養護老人ホームなど、

要介護高齢者の状態に対応した高齢者の施設を整備します。 

高齢者の施設・住まいに関する様々なニーズに応じた相談体制を構築します。 

 

◆既存の訪問介護事業所による身体介護・生活援助の訪問介護 
◆NPO、民間事業者等による掃除・洗濯等の生活支援サービス 
◆住民ボランティアによるごみ出し等の生活支援サービス

◆既存の通所介護事業所による機能訓練等の通所介護 
◆NPO、民間事業者等によるミニデイサービス 
◆コミュニティサロン、住民主体の運動・交流の場 
◆リハビリ、栄養、口腔ケア等の専門職等関与する教室 

・専門的なサービ

スを必要とする人

には専門的なサ

ービスの提供 

・多様な担い手

による 多様な

サービス 
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◆ 目標 

１ 地域包括ケアシステムの構築を進める地域づくり【原案：Ｐ101】 

◆ 目標 

 

 

 

 

◆ 施策の展開 

○ 地域福祉保健計画の推進や援護が必要な高齢者等への支援を通じ、地域住民や幅広い関係

団体・機関とともに、見守り・支え合いの取組を進めます。 

○ 権利擁護事業や成年後見制度について、広く普及啓発を進め、円滑な利用促進や関係機関

の支援体制の充実を図ります。 

 

２ 介護人材の確保及び資質の向上【原案：Ｐ107】 

◆ 目標 

 

 

 

◆ 施策の展開 

○ 中高年齢者や潜在的有資格者など多様な人材が介護現場で活躍できるような環境づくり 

に取り組みます。 

○ 関係機関と連携し介護職員や事業者向けの支援を充実させ、人材の定着促進や資質の向上

を図ります。 

 

３ 介護者に対する支援の充実【原案：Ｐ109】 

◆ 目標 

 

 

 

◆ 施策の展開 

○ 高齢者や家族が適切なサービスを選択できるよう、相談・支援体制の充実や各種サービス

情報の周知・広報を進めます。 

○ 介護セミナーや介護者の集い等、介護者支援に取り組みます。 

Ⅳ 地域包括ケア実現のために【原案：Ｐ101～】 

地域福祉保健推進のための基盤整備や、地域で見守り支え合う仕組みづくりを市民・事業

者・公的機関の連携により推進し、誰もがいつまでも安心して自分らしく健やかに暮らすこ

とのできる地域づくりを進めます。 

今後も増加する介護ニーズに対応し、質の高いサービスを安定的に供給するため、多様な

人材の参入促進や事業者支援を充実させ、介護人材確保及び資質の向上に向けた取組を推進

します。 

介護者の身体的・精神的な負担が軽減できるよう、介護者に対する相談・支援体制の充実

や、医療・介護サービスの情報の提供を進めます。 
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４ 市民に分かりやすい情報の公表と発信【原案：Ｐ111】 

◆ 目標 

 

 

 

◆ 施策の展開 

○ 利用者やその家族が適切にサービスを選択できるよう、様々な媒体を通じて、各種制度や

サービス事業者の周知・広報を進めます。 

○ 介護保険サービスの質の向上を図るため、外部評価機関による評価の受審を進め、結果を

公表します。 

 

５ 介護サービスの適正な量の提供及び質の確保【原案：Ｐ113】 

◆ 目標 

 

 

 

 

 

 

◆ 施策の展開 

○ 要介護認定や介護給付費の適正化を進め、適正かつ効率的な事務執行に努めます。 

○ 利用者に対して適切にサービスが提供されるよう、事業者に対する指導・監査体制を強化

します。 

○ サービスの質の向上と事業者の透明性を高めるため、第三者評価の受審や、介護相談員の

派遣を実施します。 

 

６ 苦情相談体制の充実【原案：Ｐ117】 

◆ 目標 

 

 

 

◆ 施策の展開 

○ 利用者に身近な場所で苦情相談できる体制を確保するとともに、苦情内容に対して関係機

関で連携の上、迅速かつ的確な対応を行います。 

○ 横浜市福祉調整委員会を適正に運営し、サービス提供者の質の向上を図ります。 

 

 利用者やその家族が適切にサービスを選択できるよう、サービス内容や事業者情報の提

供の充実を図るとともに、事業者自身の自己評価や外部評価の取組を促進します。 

研修の充実等により要介護認定の一層の平準化を図るとともに、効率的な事務の執行に

ついて検討していきます。 

事業者数が増加している中、効果的・効率的に事業所指導や報酬返還業務が行えるよう

取り組みます。 

施設長等を対象とした研修の実施により介護スタッフの人材育成に取り組み、サービス

の質の確保を促進するとともに、利用者の生活の場である施設への介護相談員の派遣によ

り、サービスの質の向上を図ります。 

利用者が安心してサービスを利用できるよう、身近な場所で苦情相談ができる体制を引き

続き確保します。 

苦情相談の内容に対して、事業者や区役所などの関連機関の連携により、的確かつ迅速な

対応が行えるような連絡体制や、過去の苦情報告に関する情報を、その後の対応に活用する

仕組みの確立を目指します。 
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